
所得減少減免の方で給与・年金以外の所得に該当する方は提出してください。

□ 廃業した場合：令和　　年　　月　　日（廃業日）以降の所得見込
（別途、廃業年月日がわかる廃業届などの提出が必要です。）

円 円 円

※帳簿の写し等、記載された金額の証拠書類をつけてください

円【お】

経
費

１か月あたりの所得（３か月平均額）（【あ】―【い】）÷３

専従者控除前の年間所得見込額【う】×１２か月

専従者控除

円【う】

円【え】

円 円 円 円

円 円 円 円【い】

円 円 円 円

円

円

円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円 円

売上原価

給料賃金

減価償却費

地代・家賃

租税・公課

旅費・交通費

通信費

水道光熱費

円円 円 円

円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円

円

合計額
（①＋②＋③）

①　　　　　月分 ①　　　　　月分 ①　　　　　月分

円【あ】

記号番号

被保険者
氏名

収支内訳書

科目
金額

収入金額 円 円 円

円 円 円

円年間所得見込額【え】―【お】

消耗品費

損害保険料

修繕費 円 円

広告宣伝費

接待交際費 円 円

支払い利息

経費の合計

円 円

円 円 円 円

円 円

円



営業所得の必要経費

※　あくまでも例です。

業務上の建物や器具備品などの修理代
例）自動車の修理費、事務所の回収・修理費、パソコン修理代

１０万円未満、もしくは使用可能期間が１年未満の消耗品を購入する際の費用
例）文房具、電球、伝票、名刺、印鑑、CD、USB、１０万円未満のパソコン

事業用資金の借入金の利子や受取手形の割引料など
例）金融機関への支払い利息

支払い利息

損害保険料

修繕費

項目 経費となる具体例

売上原価

給料賃金

減価償却費

売れた製品の仕入れや製造にかかった費用

従業員の給与等給料、福利厚生費等

建物、機械、船舶、車両、器具備品などの償却費用

地代・家賃

租税・公課

消耗品費

接待交際費
取引先や得意先の接待費用、事業に関わる人との交際費用

例）取引先との飲食代、お得意先へのお祝い金・贈答品、取引先とのゴルフ代

業務上のインターネット料金、電話料金、切手代、はがき代、ファックス代など

業務上の水道料、電気量、ガス代、プロパンガスや灯油などの購入費

業務上の電車賃、バス代、タクシー代、宿泊代など

商品やサービスの広告、宣伝に使う費用
例）チラシ、新聞広告、看板、試供品、ポスティング費用、インターネット広告

水道光熱費

旅費・交通費

通信費

広告宣伝費

オフィスや店舗の賃貸料や使用料
例）事務所、店舗家賃、駐車場料金、社宅家賃、倉庫使用料、土地使用料

（租税）消費税等、事業税、固定資産税、印紙税などの税金
（公課）商工会議所、商工会、共同組合、同業者組合、商店会などの会費や組合費

※所得税、相続税、住民税、国民健康保険料、国民年金保険料、国税の延滞税、加算税、
地方税の延滞金。加算金、罰金、科料、過料、交通反則金などは必要経費になりません。

事業を万が一の事故や災害から守るためにかけた保険料
例）自動車保険、自賠責保険、事務所の火災保険、賠償保険


